
10月 8日（金）

会場

2021年

13:30～15:10（終了予定）

オンライン開催

・Zoomウェビナー

無料

視聴環境：PC、Mac、iPad、iPhone、Android

参加
費用

日時

（事前登録制）

※Zoomが利用できないお客様については

当社営業担当にご相談ください。

【お問い合わせ先】
萩原テクノソリューションズ株式会社 第二システムソリューション事業部 第一営業部
担当：中田 MAIL ： TEL ： 052-931-3622
このチラシの記載内容は、2021年9月現在のものです。本チラシの記載内容は予告なく変更することがあります

タイムスケジュール

時間 内容

13:30～13:40 ご挨拶
萩原テクノソリューションズ株式会社

13:40～14:20
DXにより生産性向上を実現し、儲かる企業体質への変革
萩原テクノソリューションズ株式会社
システムインテグレーション事業部 IoTソリューション部
シニアコンサルタント 中村 敏

14:20～15:00 ポストコロナに向けた事業戦略のための「２大補助金」活用・攻略法
ビットフロー・マネジメント株式会社
代表取締役社長 原 一矢氏

15:00～15:10
質疑応答
クロージング
萩原テクノソリューションズ株式会社

セッション①

セッション②

後援

https://www.hagiwara.co.jp/inquiry/seminar/2ss/dell/index.html

お申込みはこちら

デル・テクノロジーズ株式会社



DXにより生産性向上を実現し、儲かる企業体質への変革
萩原テクノソリューションズ株式会社
システムインテグレーション事業部 IoTソリューション部
シニアコンサルタント 中村 敏

DXが単純なシステム化ではないことは既に周知のことと思います。
キャッシュを増加し、積極的な投資により企業価値が増大することでDXが成功したと当社では考えます。
そのために必要な生産性向上アプローチと実証例、基幹業務システムとの関係など、推進にあたっての留意点と
効果についてご説明いたします。
・DXに取り組まなければならないが、何から取り組めばよりか判らない。
・属人化により人創りが進まない

とお悩みの方にDX推進のポイントを紹介いたします。

＜講師プロフィール＞
・元大手電気機器製造業で、中堅製造業向けのERPシステムや、現場力向上ソリューションの事業責任者。
現在は、ITを武器とした本社力・現場力向上のコンサルティングを担当し、良い流れ創りと人創りを目指している。

・TOC for Education国際認定資格（TOC：Theory Of Constraints 制約条件理論）
・一般社団法人ものづくり改善ネットワーク 認定インストラクター
・戸板女子短期大学 非常勤講師（ビジネスプレゼンテーション）
・著書 ものづくりの生産性革命（共著）

セッション① 13:40～14:20

ポストコロナに向けた事業戦略のための
「２大補助金」活用・攻略法

ビットフロー・マネジメント株式会社
代表取締役社長 原 一矢氏

ポストコロナに向けた企業価値増大のためには、積極的な投資による自社の強みのさらなる強化や、
事業の再構築が必須です。そして、国は政策目的にあった事業には補助をつけ、後押しをしようとしています。
中でも特に注目されている、「ものづくり補助金」「事業再構築補助金」の２大補助金について、採択される
申請書と採択されない申請書にはどのような違いがあるのでしょうか。これまで100件を超える補助金申請に
関わってきた経験から、採択されるための申請書作成のポイントを紹介します。

＜講師プロフィール＞
中小企業診断士・CISSP。TAC中小企業診断士講座講師、近畿大学非常勤講師、DELL認定講師を兼任し、
企業の無形資産・知的資産を把握し活用する経営手法の専門家として、中小企業政策や補助金など国の
制度を利用した事業計画策定に詳しい。

セッション② 14:20～15:00

【会社概要】
会社名 ：萩原テクノソリューションズ株式会社

（萩原電気ホールディングス株式会社子会社）
所在地 ：名古屋市東区泉2-28-23 高岳KANAMEビル10階
事業内容：業務コンサルティング、ＥＲＰ／ＭＥＳ／ＩｏＴソリューション提供、

ＩＴプラットフォーム基盤構築提案、IT機器、計測機器及び組込機器の販売、
ＦＡシステムや特殊計測システムの設計・製造・販売
及び産業用コンピュータの開発製造・販売

ＴＥＬ ：０５２－９３１－３６２２
ＵＲＬ ：https://www.hagiwara.co.jp/

HAGIWARAロゴは萩原電気ホールディングス株式会社の登録商標です。
また、記載された商品名および会社名等は、各社の商標または登録商標です。


